


!"#$%&'()*+,-./012345678#9:;<=>1?@87! !"# $%&'()*+),-./0123456# 78&'9:;3#!<=>?#! "#$%&'()*+,-./0123456789+:;<=>+?'@ABC2DE0FGH%IJKLAMNOPQARS-TUVWXYZO[\]^_+`abc<defgALh<iFTUK101j<FkMN&lmWnoW<kpq&Yr^stuv%`a-T2eUt++wxyWzWO{|}ZWj~<k��g12��%�UfgA��kVWXYZ<�g12PQARS-TUj~k�Q��4A�e2=����.��A��%IU��A&��2ej0�JK!! �Jk�Q��A�12tk�Q��O�Q��7��A U=¡6O¢¡60F+£¤¥aA��kdE+'@%&�g12¦¤§�<¨�2eU��85.�Q��7�O=¡6+©�ª«<¨�2eUj~k"#$L¡+�Q����¬P<(-T2IJK!! gf®<k¯6°67±�[|n.²8Ak�Q��³Y{+=����.3´UJ´A µ¶· ¸Y¹º+`a<»¼-TUj~k½Jj¾¿<Àf�2eUK!! ÁÂÃ%&kfÄ1J"#$A�ÅUÆÇ+�Q����+ÈÉAÊe2k�g12=¡6ËÌ+ÈÉ+ÍÎ0FÏÐ°�ÑÒUK!!@A4BCDE#! "#$Ì6ÓkÔÕÖv¯6×ÐØkÙ¯6×ÐØ×>+ÚÛ»�Q��7�ÜÝAÞIßàáâ.ãäÒUggtAkÙÌ6Ó+�Qaåæ>kçè�.Se2ÆÇ+éê.ÏÐ°�Ñ1JK!!FGHIJ#! ÆÇ+3456789+ë¡bc+ìê.iUgkë¡bc+íî<ï£Ê+&MðARS-TUñm|WònlóWkMð°PQARS-TUVWXYZk6$°ô7$.õS1J�Q+pqARS-TUñö÷Wsgj�2eUKVWXYZOñö÷Ws+ø�&kµ¶· ¸Y¹º<GH%eUùú+ û Êg&jU<kñm|WònlóW+ø�&üýgÙþAMðALÉ1Jt+%�UK! Úÿ�Q��7�!+ÞIßàáâ+"#kMN$%!+3456789`a+ï&&k=¡6+'�(M)*A U00à¤AÀ+ÒU,-./01<�ï&%�Ufg<�0�JK!�Q��$%23A004U³Y{56A&kpq$%%+78É<9:%�àk6$°ô7$+¿;<=.>´J?!&j¸Y¹º+"#<9:%�Ufg<$%-TJK!!&'()*+! ,-! ./.0123.402/567858059:;!







三河・天竜地域における資源成熟と流通経路分析 

 

○金山知広（京都大学） 

 

研究の課題 

「森林・林業再生プラン」において木材自給率を 50％に拡大する方針が示された。それによ

り、間伐を主体とする素材生産が進められたが、2012年度にはヒノキを中心に大幅に素材材価

が下落した。その要因として、国産材の需要に見合った素材供給がなされなかったことが指摘さ

れている。 

国産材素材の生産流通は地域によって大きく異なっており、その実態を解明することは、国産

材素材の適正な供給量や利用の進め方を検討する上で重要な課題である。本研究では、地域の素

材流通を解明するための事例研究として、東三河地域における素材流通構造を解明することを課

題とした。 

 

研究の方法 

本研究では愛知県東三河森林計画区における国産材原木の集散地である「HOLZ三河」を対象

に、「HOLZ三河」原木市売市場における 3年分の市売データと聞き取り調査結果から、HOLZ三河

を通じた素材流通の動態を隣接する静岡県天竜地域とのかかわりを考慮しつつ流通構造の分析

を試みた。原木市売市場は山元で生産され出荷された素材を、選別・掽積みして、セリや入札等

によって買手である製材工場などに供給する流通機構である。これを主催する「HOLZ三河」は

平成 9年、地域材の集散地形成を目的として、県内の 12団体が組合員となって設立された。平

成 12年に原木市場、平成 13年に製材工場、平成 14年にプレカット工場をそれぞれ設立した。

これら 3事業部はそれぞれ独立採算制をとっている。「HOLZ三河」は平成 21年度において愛知

県の国産材への素材需要量の 60％を集散し、製材事業部は原木市場へ出荷された材積の 16％を

買い上げており、愛知県内における国産材流通の重要な基点のひとつとなっている。 

 

結果 

市売データからは、スギの製材用素材は主として地場である新城地域に出荷されているものの、

製材用ヒノキ素材や合板・集成材用ラミナ用素材は大半が県外へ流通していることが明らかとな

った。HOLZ三河原木市場は、入札による取引を基本とするが、近年は入札を介さない直送など

の相対や協定といった取引形態が増加している。 

取引形態は①入札、②直送、③相対、④協定の４つに大別することができる。また、その規定

要因として、買手の加工規模や素材の規格に関する要求が大きく影響していることが明らかとな

った。 

 

(連絡先：金山 知広 kanayama@kais.kyoto-u.ac.jp) 
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岡山県北部の素材生産業者の現状について 

 
○小菅良豪（鳥取大院連合農学）、伊藤勝久（島根大生物資源科学） 

 

はじめに 

 平成 16年 10月の台風 23号による大規模被害を契機に、岡山県北部の真庭・津山市を中心に

高性能林業機械が導入された。川村（1）は真庭・津山地域の新しい生産方式（①バックホウ集材

路開設②チェーンソー伐倒③グラップル集材④プロセッサー造材⑤フォワーダー搬出⑥グラッ

プル積み込み）を紹介している。今回の報告では、真庭・津山地域に加え新見など周辺地域の

素材生産業者の施業状況や具体的な施業方法などの現状報告を行う。また素材生産業者が設立

し、参加する岡山県施業研究会の活動についても報告する。 

また真庭市で平成 27年 4月に稼働予定のバイオマス発電事業（1万 kw）の木質チップ（真庭

7万 t地域外 2万 t）需要に対して、真庭市だけでなく周辺地域の業者も関心を寄せている。 

 

調査方法 

 岡山県北部の素材生産業者 8社へのインタビュー調査を行った。調査は素材生産業者の生産

性向上に対する取組、作業員に求める技能などを中心に行った。また業者によって新たにつく

られた「岡山県施業研究会」の活動実態についても調査した。 

 

結果と考察 

・業者数は減少しているが、残った業者の若返りと機械化により生産量は増加している。一方、

材価低迷の中で、高価な林業機械への投資ができなかった業者は撤退した。 

・新型高性能林業機械の導入（フェラバンチャーザウルスなど）による素材生産量が増加した。

特に最近では、集材路作設時の機械の多用途化（立木伐倒+造材+道付け）がある。 

・作業員には多様な技能（伐倒、高性能林業機械オペ、機械修理技術など）が求められている。 

・業者は生産性向上のため民有林から、より施業面積の広い公有林施業に（国・県・公社など）

にシフトしたが、その結果業者の施業可能範囲は広域化し、入札参加者の増加が落札価格の低

下を招いている。反動として、自ら集約化し民有林施業を行う民有林への回帰の動きがあるこ

とも明らかになった。 

 今回の調査から、木材価格の長期に渡る下落の中で生き残っている素材生産業者は、常に生

産性向上のために新型機械の導入や林業機械の稼働率の向上のための研究に努めていた。さら

に同業者間で施業に関する課題を共有し、対処法を教え合う（共に考える）施業研究会の存在

が生産性向上に寄与していることが明らかになった。 

 

引用文献 

（1）川村誠ほか（2009）「日本林業の可能性」井口隆史編著『国際化時代と「地域農・林業」

の再構築』日本林業調査会 

 

（連絡先：小菅良豪 genfukei@gmail.com） 
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四国地域における林業・木材産業の現状 

 

○ 大田 伊久雄（愛大農） 

 

はじめに 

四国地域は森林率も高く林業の盛んな地域である。本研究では、近年における四国地域の林業

と木材産業の現状を探り、将来展望を試みた。 

 

愛媛県における林業と木材産業 

年間素材生産量は約 50万 m3であり、原木市場の取り扱いシェアが極めて高いことが特徴であ

る。ただ、近年ではその価格形成機能以上に集荷選別機能すなわち原木流通（集出荷）基地とし

ての役割が重視される傾向にある。年間消費原木数万 m3規模の製材工場が複数存在し、外材か

ら国産材へと転向した企業も少なくないが、柱や梁桁生産に特化しているものが多く、B 材・C

材の出口が少ないことが課題である。製材品の 6割は関西を中心に多方面へと出荷されている。

製紙産業は盛んであるが国産材があまり利用されていない点は、今後の伸びしろといえよう。 

 

高知県における林業と木材産業 

年間素材生産量は約 40万 m3である。以前は広葉樹やマツの生産もかなりあったが、現在では

スギ・ヒノキ以外の生産はほとんどない。素材生産量では間伐と皆伐が拮抗しているが、国有林

では間伐、民有林では皆伐が主流である。素材の 3割は県外へ丸太のまま移出される。製材工場

は中小規模がほとんどで、国産材製品の県外出荷も少ない。今夏稼働した大型製材工場に加えバ

イオマス発電施設の建設計画が複数進められており、素材生産量の拡大が喫緊の課題である。 

 

徳島県における林業と木材産業 

年間素材生産量は約 20万 m3で近年減少が著しい。しかし、2005年から開始された一連の林業

プロジェクトによって回復の兆しが見られる。これは再生プランを先取りする形で路網整備や機

械化を進めたもので、ここ数年で素材生産量は伸びてきている。素材生産では皆伐が主流である。

那賀川流域を中心に伝統的に製材部門が強く、愛媛・高知両県からの素材移入量も多い。板材専

門工場、合板工場、MDF工場という ABC材それぞれを消費する工場が県内立地することが特徴で、

川上側との連携強化が進めば国産材の生産と加工の両面で大きなポテンシャルを秘めている。 

 

まとめ 

四国全体を通して眺めると、豊富な資源量があるが十分に活かし切れていない感がある。山地

が急峻で雨の多い土地柄なので、九州地方や東北地方などと比べると林業生産には不利な条件で

あるが、素材生産における機械化の遅れ、製材工場の偏在、B材および C材の低利用などの問題

点が解決されていけば発展の可能性は大きい。その為には県境を越えた振興策も必要であろう。 

 

（連絡先：大田伊久雄 ikuota@agr.ehime-u.ac.jp） 



(連絡先：薛佳 ng1910u@student.miyazaki-u.ac.jp） 

林業事業体による立木買いの実態 
ー宮崎県における林業事業体アンケート調査の分析ー 

 
薛 佳(宮崎大・農工総合)・藤掛一郎・大地俊介(宮崎大・農) 

 
はじめに 
 近年、宮崎県のスギの素材生産が活発化している。とりわけ、民有林での主伐が旺盛であるが、その

多くは素材生産事業体が私有林において相対交渉で立木買いをしたものである。本研究はこの相対交渉

による立木購入に着目し、相対交渉がどのように始まるのか、どのぐらいが成約となるのか、不成約の

場合はどんな原因があるのか、また、成約の場合に事業体は境界確認などをどのように行っているのか

などを探り、立木購入の実態を明らかにした。 
 森林組合を含む県下の素材生産事業体を対象に事前にFAX送付した後、個別連絡を取り、調査票に沿
って面接・聞き取りを行った。県下の全 8森林組合と県素連傘下 45社(調査当時)うちの 33社の素材生
産事業体から回答が得られた。調査票では、他の調査項目に加え、最近の相対交渉による成約、不成約

の事例を各事業体から複数収集した。集計した結果、成約の 71件と不成約の 94件の事例が有効であっ
た。 
 
結果 
相対交渉の始まりについては、所有者側から直接にあるいは仲介人を経由して話が持ち込まれる方が

森林組合でも民間事業体でも 8 割弱と大多数であった。また、森林組合と比べ、民間事業体では仲介人
経由で話が持ち込まれることが多かった。仲介人と所有者の関係については、7割では地縁やその他の関
係があったのに対し、3割では関係がなく、純粋に商業的な仲介人であった。 
交渉の成約率は総じて高かった。森林組合では「所有者から」、「仲介人から」、「事業体から」いずれ

の場合も 80％以上の高い成約率であった。民間事業体では、「仲介人から」の場合の成約率が 60％程度
と比較的低かったが、「所有者から」、「事業体から」の成約率は70％以上であった。 
 不成約の理由を見ると、所有者と金額で折り合わなかった事例が過半に至った。仲介人の信用問題や

所有者に伐採のつもりながかったことなどの理由が 2割程度あり、残る 3割程度の事例は境界不明や権
利関係不明、搬出路を確保できなかったなどが理由であった。 
一方、成約した場合、事業体側は何らかの方法で境界・権利等の確認をしていたが、隣接所有者や地

元精通者など第三者的立場の人が含まれない境界確認や登記簿を確認しない権利確認などが少数ながら

あることが分かった。 
 
考察 
 民有林主伐相対交渉の始まり方を見ると、主伐に対する所有者側の積極的な姿勢が窺われる。宮崎で

材価低迷の中でも素材生産量が増加してきたことの一つ原因ではないかと考えられる。 
しかし、民間事業体においては、仲介人との交渉は一定割合を占め、仲介人の信用問題によるトラブ

ルもあった。また、隣接所有者の立会なしに境界確認を行うことや登記簿を確認しないことも見られた。

今後、森林所有者の林業離れが進む中で、こうしたことに起因するトラブルが一層増えることも懸念さ

れる。 
不成約の事例からは劣悪な搬出条件や権利・境界不明によって伐採を断念せざるを得ない資源がある

ことも見えてきた。将来、集約化や路網整備の推進によってこれらの資源がある程度伐採可能になるこ

とは期待できるが、人工林資源が成熟したとはいえ、その一定割合は伐採不可能であるという認識も持

っておく必要があるであろう。 
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ࢆホ౯ࡢ⾡ఆಽ࣭㐀ᮦᢏࡸᡂᯝࡢᯘ⫱ࠊ࡚ࡗ 1 ᮏ 1 ᮏࡢ⣲ᮦ౯᱁ᫎࡿࡏࡉ㸦⌧≀⇍ぴ

த㈍㸧࡛➇ ࢀࡽࡵồᕷሙࠊࡣࡁືࡢ⣲ᮦὶ㏻࡞ࡓ᪂ࠋࡓࡁ࡚ࢀࡉホ౯ࡀᕷሙ࡚ࡋሙࡿࡁ

ࠊᯝ࡛⤖ࡓࡋῶ㏥ࡣ࠸ࡿ࠶႙ኻࡀ⬟ᶵࡢࡽࢀࡇࡓ࠸࡚ ࠋࡿࡁ࡛ࡀࡇࡿ࠼ࡽࡿ࠶࡛㇟⌧ࡓࡁ࡚

㐃⤡ඛ㸸ᯛ⏣㑥ᏹ㸸khirata@agri.kagoshima-u.ac.jp


